
第１章　総則

　本特記仕様書は、「町道５号線道路改良工事土地評価業務委託」（以下、本業務

という。）に適用する。

　本業務の履行にあたっては、本特記仕様書によるほか、以下の各項によるものと

する。

１）　用地調査等業務等共通仕様書（令和７年５月版：福岡県県土整備部）

　　　※別記05　土地評価事務処理要領

２）　その他関連資料

第２章　業務概要

１）打合せ協議

　　　本業務についての打合せ協議は、下記のとおりとする。

　　　　業務着手時、中間３回、成果品納入時

　　　　その他必要と認められる時

　　　請負者は、監督員と打合せ協議を行った場合、速やかに打合せ記録簿を作成

　　し、監督員の確認を得なければならない。

２）現地踏査

　　　調査区域及びその周辺区域を踏査し、当該区域の用途的特性を調査するとと

　　もに、土地評価に必要となる資料を収集又は作成しなければならない。

３）地域区分及び標準地選定等

　　　用途的地域の区分検討、同一状況地域区分検討、取引事例地等検証、標準地

　　選定条件決定等を行うものとする。

４）標準地価格の算定

　　　標準地の価格は、作成した資料を基に土地評価の基準を適用して行い、価格

　　決定の経緯と理由を明記した評価調査書を作成するものとする。

　　　所得等する土地の評価は、標準地の価格を基に行うものとし、標準地との個

　　別的要因の格差を明記した評価調査書を作成するものとする。

　　　評価価格は、監督員が指示する図面に記載するものとする。

第３章　業務担当者

　業務担当者は、本業務に関する補償業務管理士（土地評価部門）〔社団法人補償
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コンサルタント協会の補償業務管理士研修及び検定試験実施規程第14条に基づく補

償業務管理士登録台帳に登録されている者〕の資格を有する者、又は不動産の鑑定

評価に関する法律第15条に規定する不動産鑑定士及び不動産鑑定士補もしくは公共

用地取得実務経験者とする。

第４章　土地への立入等

　土地への立入等については、監督員及び関係者と十分な調整を行うものとし、用

地調査等に従事する者は、身分証明書を携帯すること。

第５章　成果品

　本業務が完成した成果品については、業務完了届に併せ、次の各号に揚げる成果

品を提出するものとする。

１）標準地比準調書（案）・・・２部

２）取得地比準調書（案）・・・２部

３）残地補償金算定調書（案）・・・２部



　

標準地評価調書（案）作成：２標準地
取得地比準調書（案）作成：13画地
残地補償金算定調書（案）作成：13画地
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